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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊1 ▲はマイナスを表します。 ＊2 上海総合指数は國慶節で休場のため9月30日のデータ。

１）先週の市場動向
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≪ 株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で下落となりました。
中国不動産大手、中国恒大集団の資金繰り問題をめぐる先行き不透明感がく
すぶる中、米連邦政府の債務上限問題や原油高によるインフレ懸念の高まり
から、前週より６日（水）まで8日連続下落し、終値ベースではおよそ１ヵ月
半ぶりの安値となりました。週末にかけて、米国債のデフォルト（債務不履
行）が一旦回避される見通しとなったことや、大幅下落の反動で主力株を中
心に自律反発狙いの買いが優勢となり上昇したものの、週間では前週末比で
下落となりました。



≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で上昇となりました。
週初は、インフレ懸念から米長期金利が上昇し、ハイテク株やグロース株
を中心に売られたものの、米議会上院で連邦政府債務の上限を拡大するこ
とで与野党が合意すると、米国債のデフォルトが一旦回避されるとの見方
から週末にかけて上昇となりました。なお、週末に公表された非農業部門
雇用者数は市場予測を大きく下回ったものの、市場の反応は限定的でした。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で上昇となりました。
米連邦債務の上限問題をめぐる懸念や、原油高を受けたインフレ懸念の高ま
りなどから、米長期金利が上昇した流れを受け、国内金利も週を通じて上昇
基調となりました（価格は下落）。

5）今週の見通しについて

米ドル/円相場は、前週末比で円安米ドル高となりました。
原油などエネルギー価格の高騰によるインフレ加速の懸念から米長期金利の
上昇が続き、週を通じて日米の金利差を意識した円売り米ドル買いが優勢とな
りました。

127

129

131

133

108

110

112

114

7/8 8/3 8/29 9/24

ドル/円（左軸） ユーロ/円（右軸）

（月/日）

（円） データ期間：2021年7月8日～2021年10月8日（日次）（円）

円安

円高

３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
2/3

先週の米国株式市場は、米連邦債務の上限問題をめぐる懸念の後退から上
昇しました。前週から下落が続いていた国内株式市場も、週末にかけて落ち
着きを取り戻しました。
7日（木）、米議会上院での与野党合意により、米国債のデフォルトは一旦
回避される見通しとなりました。およそ2ヵ月間の猶予期間はできたものの、
民主・共和党間の隔たりは大きいことから、12月にかけて債務上限問題が
再燃する可能性もありそうです。国内では、4日（月）に岸田新内閣が発足
しました。31日（日）に投開票が行われる見込みである衆院選に向け、
近々、与党公約として経済対策を公表するとみられ、具体的な政策の内容が
注目されます。
米国債のデフォルトはひとまず回避となり、日米両市場ともに株式市場は
落ち着きを取り戻しそうです。一方、原油や天然ガスなどの資源価格の高騰
を背景にインフレ懸念は根強く、米長期金利の上昇を受けハイテク株やグ
ロース株が売られやすい環境は継続するとみられ、今週の株式市場は日米両
市場ともに上値の重い展開となりそうです。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

＜設定・運用＞

【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的と
するものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してくださ
い。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。
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• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。
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るいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではないので、表示することができません。
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